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平成１７年９月期  決算短信（連結）           
平成１７年１１月２５日 

会   社   名   東北化学薬品株式会社                  上場取引所   JASDAQ 
コ ー ド 番 号           ７４４６                                本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）            青森県 

代  表  者   役  職  名  代表取締役社長 

          氏    名 東 康夫 

問 合 せ 先          責任者役職名 取締役管理グループ統括部長       

          氏    名 工藤 幸弘                ＴＥＬ(０１７２)３３－８１３１ 

決算取締役会開催日  平成１７年１１月２５日 

米国会計基準採用の有無   無 

１．１７年９月期の連結業績（平成１６年１０月１日～平成１７年９月３０日） 

(1) 連結経営成績           (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

１７年９月期 

百万円   ％

１７，９５６（ ４．３）

百万円   ％

３０３(  ９．７)

百万円   ％

３２５( １４．３)
 

１６年９月期 １７，２２１(△０．７) ２７６(△２４．５) ２８５(△２７．４)  

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

１７年９月期 

百万円   ％ 

１５８( ２１．１) 

円 銭

３３ ５２

円 銭

－  －

％

３．８

％ 

３．８ 

％

１．８
 

１６年９月期 １３０(△３０．８) ２８ ６８ －  － ３．３ ３．５ １．７  

(注)１． 持分法投資損益 17 年 9 月期     －百万円 16 年 9 月期     －百万円 

  ２． 期中平均株式数（連結） 17 年 9 月期   4,621,365 株 16 年 9 月期   4,566,802 株 

３． 会計処理の変更 無  

４． 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 

１７年９月期 

百万円 

８，８２８ 

百万円

４，３１１

％ 

４８．８ 

円  銭

８９８  ２６
 

１６年９月期 ８，１７３ ４，０３７ ４９．４ ８８４  １０  

（注） 期末発行済株式数（連結） 17 年 9 月期   4,796,000 株 16 年 9 月期   4,566,800 株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業活動に よる 

キャッシュ・フロー 

投 資活動に よる

キャッシュ・フロー

財 務活動に よる 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

 

１７年９月期 

百万円 

３９９ 

百万円

△ １３３

百万円 

６４ 

百万円

８５８
 

１６年９月期 ３７３ △  ６０ △ １００ ５２８  

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ２社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   －社  (除外)   －社   持分法(新規)  －社  (除外)  －社 

２．１８年９月期の連結業績予想（平成１７年１０月１日～平成１８年９月３０日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益  
 

中 間 期 

通 期 

百万円

８，９００

１８，７００

百万円

１６５

３５５

百万円

４５

１４５

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）３０円２３銭 
（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向

により変動する場合がありますのでご承知おき下さい。
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（添付書類） 

１．企業集団の状況 
当社グループは、東北化学薬品株式会社（当社）及び子会社２社により構成されており、事業は、化学工業薬品･臨床

検査試薬・食品添加物・農薬及び同関連機器の販売を主にこれらに附帯する保守サービス等の事業を展開しておりま

す。 

 当グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
 

部門 主要品目 子会社 

化 学 工 業 薬 品

ソーダ工業薬品・有機薬品・無機薬品・半導

体薬品・合成樹脂機能薬品・防疫用殺虫剤・

ワクチン等 

あすなろ理研㈱ 

化 学 工 業 薬 品 

化学工業薬品関連機器
分析機器・教育機器・計測機器・公害防止機

器・工作機器等 
東北システム㈱ 

臨 床 検 査 試 薬

一般検査用試薬・血液学的検査用試薬・生化

学的検査用試薬・内分泌学的検査用試薬・免

疫血清学的検査用試薬・細菌学的検査用試薬

等 

 

臨 床 検 査 試 薬 

臨床検査試薬関連機器
医療機器・検体検査機器・医療用消耗品・専

用消耗品・検査消耗品・医用衛生材料等 
東北システム㈱ 

食品添加物・同関連機器 食品添加物・食品・食品加工機器等 
 

 

そ の 他 

農 薬 ・ 同 関 連 機 器
農薬・土壌改良資材・種苗・園芸資材・飼料・

農産物等 
 

 
 以下、企業集団等の状況について系統図を示すと次のとおりであります。 

  

 
子会社 

あすなろ理研㈱ 

 
     化学工業薬品 

 
 

 

 

     化学工業薬品、臨床検査試薬、その他 

 

  

 
    化学工業薬品関連機器 
 
    臨床検査試薬関連機器 

東 

北 

化 

学 

薬 

品 

㈱ 

 

仕 

 

入  

 

先 

 

 

 

 
子会社 

東北システム㈱ 

 

得 
 

意 
 

先  

  
（注）子会社は、すべて連結子会社であります。 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 

当社グループの基本方針は、株主に対しては、満足度の向上を目指し、顧客に対しては、豊富な情報提供とスピ 

ーディーな納品、そしてアフターサービスの充実に努め、社員に対しては、全員参加型の活力ある組織運営を目 

指すことであります。 

また、財務面においては、キャッシュ・フロー経営を重視し、より一層の資本効率の向上を目指しております。 

今後も、企業価値を高め、社会により一層貢献するよう努力する所存であります。 

（２）利益配分に関する基本方針 

   当社グループは、株主に対して継続的な安定配当を維持していくことを経営の重要政策として位置づけており、 

      今後とも株主資本利益率の向上を図る方針であります。また、さらなる利益追求によって、株主に応えてまいり 

ます。 

内部留保につきましては、競争力の維持、強化や経営基盤の拡充に重点的に投資してまいります。 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

   当社は、投資単位の引き下げが当社株式に投資しやすい環境を整え、株主数の拡大及び流動性の向上を図るため 

   の有効な施策であると理解しております。今後、株式市場の動向を注視し、当社の業績、株価を勘案した上で、 

   投資単位の引き下げを検討してまいる所存であります。 

（４）目標とする経営指標 

   当社グループは、株主の期待に応えて、より一層の利益拡大をはかっていくことを経営方針としており、重要な 

経営指標として、連結売上高経常利益率を重視しております。 

   経営目標を以下のとおり定めております。 

    目標達成時期       ２００８年９月期 

連結売上高      ２００億円 

連結経常利益     ５億円 

連結売上高経常利益率 ２．５％以上 

（５）中長期的な会社の経営戦略 

   当社グループは、３ヶ年中期計画を策定し、中期経営計画の柱である｢新規事業による業容の拡大｣及び｢旧体質 

の改革｣に全社一丸となり取り組んでおります。 

   更に当社グループは、グループ全社が相乗効果を発揮しつつ、グループ全体として一層の成長を目指す経営を推 

進してまいります。 

   又、ＩＳＯ１４００１を取得したことにより、環境管理委員会を設置するなど環境保全に努め、社会に認知され 

る企業を目指します。 

（６）会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済につきましては、個人消費、民間設備投資は堅調に推移しておりますが、完全な回復には時間 

がかかるものとみられ、当社グループを取り巻く事業環境も依然として厳しいものと予想されます。このような 

環境の中、積極的な営業展開を行いつつ、当社グループは顧客へのサービスを低下することなく、更なる合理化、 

低コスト化の推進により対処してまいります。 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、より迅速な意思決定により、企業競争力を強化するとともに、経営チェック体制を充実し、経営の透

明性を維持することを重要課題としております。また、タイムリーディスクロージャーを重視しております。 

    ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

    (ａ)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は、取締役会及び監査役会により、業務執行の監督及び監査を行っております。 

取締役会は、取締役８名で構成され、経営の方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事 

項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位置付け、運用を行っております。 

監査役会は、監査役３名で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、 

取締役会への出席や取締役の職務遂行の監査を行っております。 
当社におきましては、社外取締役は在籍しておりませんが、監査役につきましては 3名のうち 2名を社外 

から招聘しております。なお、社外監査役と当社との間に人的関係、又は重要な取引関係はありませんが、 
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社外監査役２名が当社株式をそれぞれ２，０００株、１２，０００株計１４，０００株保有しております。 

会計監査の適正さを確保するため、会計監査人である中央青山監査法人から監査役会及び取締役会が、商 

法特例法、証券取引法に基づく会計監査の報告を受けております。 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおり 
であります。 

          役員報酬 
           取締役に支払った報酬           51,615 千円 
          （注）上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与として 29,800 千円支給しております。 
           監査役に支払った報酬            9,720 千円 
         監査報酬 
          監査契約書に基づく監査証明に係る報酬    9,500 千円 

          上記以外の報酬                200 千円 

 

   （ｂ）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

       社外取締役は選任しておりません。社外監査役については該当事項はありません。 

 

(ｃ) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

      a 平成１７年９月期は、１２回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決 

       定するとともに、業務執行状況を監督しております。 

      b 四半期情報開示を継続実施しております。 

      C 平成１７年６月に、IR 活動の一環としてアナリスト、機関投資家を対象とした中間決算説明会を開催い 

たしました。  
 
（８）親会社等に関する事項 

 
    該当事項はありません。 
 
（９）内部体制の整備・運用状況 

 
当社の内部監査は、社長直轄の内部監査室が｢内部監査規程｣に基づき、各部門の業務執行の状況を年間計画に基づ

き、監査を実施しております。結果については、社長に報告し、改善が必要な場合には、改善計画及び改善結果の

確認を行うことにより、実効性を高めております。また、｢組織規程｣｢分掌規程｣｢職務権限規程｣｢管理職役割規程｣

等の規程を整備し、各組織及び役職者の役割及び責任を明確にしております。環境面においては、環境管理委員会

において、内部、外部による定期監査を実施しており、環境問題に対する取組みをしております。 
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３．経営成績及び財政状況 
（１）経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかに回復いたしました。設備投資は、企業収益の改善などにより増加

いたしました。雇用情勢は改善され、個人消費は、堅調に推移いたしました。しかし、原油価格の高騰による景気へ

の悪影響が懸念されており、依然として不透明でありました。 

このような局面の中で当社グループは、中期計画に基づき積極的に営業活動を展開しつつ、業務の効率化による経

費の圧縮に取り組み、業績の向上に努めました。 

この結果、売上高は、１７９億５６百万円と前期と比べ７億３４百万円（４．３％）の増収、経常利益は、３億２

５百万円と前期と比べ４０百万円（１４．３％）の増益、当期純利益は、１億５８百万円と前年同期と比べ２７百万

円（２１．１％）の増益となりました。 

各部門別の業績は、次のとおりであります。 

①化学工業薬品部門 

情報関連業界の生産が好調となり、化学薬品の需要が伸びました。又、試験研究施設への機器は、国立大学が独

立行政法人化され厳しい状況ながら前期を上回り、全体で１０４億８０百万円と前期と比べ６億９６百万円（７．

１％）の増収となりました。 

②臨床検査試薬部門 

値引要請や国立病院、大学病院の独立行政法人化により厳しい状況が続く中で、試薬、機器共に横ばいで推移し

全体で５４億９５百万円と前期と比べ２３百万円（０．４％）の増収となりました。 

   ③その他部門 

食品、農業関連の再編統合の中、合理化が余儀なくされております。また、価格競争も激化しており、依然とし

て厳しい状況が続いておりますが、前期を維持することができ、１９億８０百万円と前期と比べ１５百万円（０．

８％）の増収となりました。  

             

（２）次期の見通し 

当社グループといたしましては、今後とも化学工業・医療の進歩に寄与するという専門商社としての使命を自覚し､

積極的な営業方針のもと､高度化・多様化するユーザーニーズにきめ細かく応えていく所存でございます。 

次期の業績見通しは、売上高は、１８７億円と当期と比べ７億４４百万円（４．１％）の増収、営業利益は、３ 

億２５百万円と当期と比べ２５百万円（８．６％）の増益、経常利益は、３億５５百万円と当期と比べ２９百万 

円（８．９％）の増益、当期純利益は、減損会計を適用するため１億４５百万円と当期と比べ１３百万円（８．６％）

の減益を見込んでおります。 

 

（３）財政状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、８億５８百万円と前期と比べ３億３０百

万円の増加となりました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において営業活動による資金の増加は、３億９９百万円と前期と比べ２５百万円の増加となりま

した。これは主に、前連結会計年度と比べ税金等調整前当期純利益の増加、たな卸資産の減少によるものであり

ます。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において投資活動による資金の減少は、１億３３百万円と前期と比べ７３百万円の減少となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得によるものであります。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動による資金の増加は、６４百万円と前期と比べ１億６５百万円の増加となりま

した。これは主に、新株式発行によるものであります。 
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４．連結財務諸表等 

（１） 連結貸借対照表             （単位：千円 千円未満切捨） 

前連結会計年度 

（平成 1６年９月３０日現在） 

当連結会計年度 

（平成 1７年９月３０日現在） 
対前年増減 

     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（資 産 の 部）  ％  ％ 

流   動   資   産     

現 金 及 び 預 金 ※３ ５３３，３６７  ８６３，７１２  ３３０，３４５

受取手形及び売掛金 ※３ ４，３１７，５２５  ４，５２２，２８３  ２０４，７５７

た な 卸 資 産  ５２０，７８９  ４７２，５９６  △４８，１９２

繰 延 税 金 資 産  ２５，１６７  ２８，２０５  ３，０３８

そ の 他  ３０，６６８  ２５，３０１  △５，３６６

貸 倒 引 当 金  △２，３９３  △１６，３４７  △１３，９５４

流 動 資 産 合 計  ５，４２５，１２５ 66.4 ５，８９５，７５２ 66.8 ４７０，６２６

固  定  資  産     

有 形 固 定 資 産 ※1     

建 物及 び構 築物  ４９２，４９２  ４６３，３００  △２９，１９１

土 地 ※３ １，２５６，０５２  １，２５６，０５２  －

そ の 他  １４３，７８２  １３９，９６７  △３，８１５

有形固定資産合計  １，８９２，３２７ 23.2 １，８５９，３２０ 21.1 △３３，００７

無 形 固 定 資 産 １１，０２８ 0.1 ８，４０６ 0.1 △２，６２２

投資その他の資産    

投 資 有 価 証 券 ※3 ４１０，２６９ ６２５，４１８  ２１５，１４８

長 期 前 払 費 用  ６９６ ６４１  △５４

差 入 保 証 金  ３２９，０８９ ３６１，１５０  ３２，０６１

繰 延 税 金 資 産  ２８，３１８ ４，５１０  △２３，８０８

そ の 他  ９３，６４４ １１８，９２１  ２５，２７６

貸 倒 引 当 金  △１６，７３４ △４５，８３４  △２９，１００

投資その他の資産合計  ８４５，２８３ 10.3 １，０６４，８０７ 12.0 ２１９，５２４

固 定 資 産 合 計  ２，７４８，６４０ 33.6 ２，９３２，５３４ 33.2 １８３，８９４

資 産 合 計 ８，１７３，７６５ 100.0 ８，８２８，２８７ 100.0 ６５４，５２１
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前連結会計年度 

（平成 1６年９月３０日現在） 

当連結会計年度 

（平成 1７年９月３０日現在） 
対前年増減 

     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）  ％  ％ 

流   動   負   債    

 支払手形及び買掛金 ※３ ３，７７０，９７１ ４，１１４，３４３  ３４３，３７１

 未 払 法 人 税 等  ５６，２４４ １０２，１５０  ４５，９０６

 賞 与 引 当 金  ２８，０００ ２８，０００  －

 そ の 他  １０２，５８７ ９７，９６０  △４，６２７

 流 動 負 債 合 計  ３，９５７，８０３ 48.4 ４，３４２，４５４ 49.2 ３８４，６５０

固   定   負   債    

退職給付引当金  ４２，６１９ ３５，５５０  △７，０６８

役員退職慰労引当金  １２９，８４１ １３２，０２４  ２，１８２

そ の 他  ６，０００ ６，５００  ５００

固 定 負 債 合 計  １７８，４６１ 2.2 １７４，０７５ 2.0 △４，３８５

負 債 合 計 ４，１３６，２６４ 50.6 ４，５１６，５２９ 51.2 ３８０，２６４

（少数株主持分）    

少 数 株 主 持 分 － － － － －

（資  本  の  部）    

資    本   金 ７５３，７００ 9.2 ８２０，４００ 9.3 ６６，７００

資 本 剰 余 金 ８１４，４００ 10.0 ８８１，１００ 10.0 ６６，７００

利 益 剰 余 金 ２，３９８，０３３ 29.3 ２，４８８，１４１ 28.1 ９０，１０８

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ７２，８３８ 0.9 １２４，１０７ 1.4 ５１，２６８

自   己   株  式 ※２ △１，４７１ △0.0 △１，９９１ △0.0 △５２０

資 本 合 計 ４，０３７，５００ 49.4 ４，３１１，７５７ 48.8 ２７４，２５７

負債、少数株主持分及び資本合計 ８，１７３，７６５ 100.0 ８，８２８，２８７ 100.0 ６５４，５２１
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（２）連 結 損 益 計 算 書 

                                      （単位：千円 千円未満切捨） 

前連結会計年度 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年９月３０日 

対前年増減 

    期  別 

 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  ％  ％ 

売 上 高 １７，２２１，４２５ 100.0 １７，９５６，３５９ 100.0 ７３４，９３４

売 上 原 価 １５，２４２，３９８ 88.5 １５，８６６，５７５ 88.3 ６２４，１７６

売 上 総 利 益 １，９７９，０２７ 11.5 ２，０８９，７８４ 11.7 １１０，７５７

販売費及び一般管理費 １，７０２，４１７ 9.9 １，７８６，４３６ 10.0 ８４，０１９

営 業 利 益 ２７６，６０９ 1.6 ３０３，３４７ 1.7 ２６，７３７

営 業 外 収 益 １７，００６ 0.1 ２７，３４２ 0.1 １０，３３６

受取利息及び受取配当金 ８，２９１ ９，８４９  １，５５７

受 取 手 数 料 ４，４９３ ５，３９８  ９０５

雑 収 入 ４，２２１ １２，０９４  ７，８７３

営 業 外 費 用 ８，５６７ 0.0 ４，７５４ 0.0 △３，８１３

支 払 利 息 １８１ ７６  △１０５

支 払 手 数 料 ６１２ ５５６  △５６

新 株 発 行 費 － ４，０２０  ４，０２０

貸 倒 損 失 ５，４３７ －  △５，４３７

そ の 他 の 費 用 ２，３３５ １０１  △２，２３３

経 常 利 益 ２８５，０４８ 1.7 ３２５，９３５ 1.8 ４０，８８６

特 別 利 益  １０，８８５ 0.0 － － △１０，８８５

 投資有価証券売却益  １０，８８５ －  △１０，８８５

特 別 損 失  １６，１５７ 0.1 ９，２２７ 0.0 △６，９３０

固定資産除却損  ７８２ １，４６８  ６８５

会 員 権 評 価 損  １，１９９ ７，３２５  ６，１２５

前期損益修正損 １３，６００ －  △１３，６００

その他の特別損失 ５７４ ４３３  △１４０

税金等調整前当期純利益 ２７９，７７６ 1.6 ３１６，７０７ 1.8 ３６，９３１

法人税、住民税及び事業税 １５７，２９８ 0.9 １７２，０８０ 1.0 １４，７８１

法 人 税 等 調 整 額 △   ８，４７９ △0.1 △   １３，９８２ △0.1 △５，５０３

１３０，９５６ 0.8 １５８，６１０ 0.9 ２７，６５３当 期 純 利 益 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 

                            （単位：千円 千円未満切捨） 
前連結会計年度 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自平成１６年１０月１日

至平成１７年９月３０日

対前年増減 

     期  別 

 

 

科  目 金   額 金   額 金   額 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ資本剰余金期首残高 ８１４，４００ ８１４，４００ －

Ⅱ資本剰余金増加高  

 増資による新株式の発行 － ６６，７００ ６６，７００

Ⅲ資本剰余金期末残高 ８１４，４００ ８８１，１００ ６６，７００

（利益剰余金の部）  

Ⅰ利益剰余金期首残高  

利益剰余金期首残高 ２，３６７，５５４ ２，３９８，０３３ ３０，４７８

Ⅱ利益剰余金増加高  

当期純利益 １３０，９５６ １５８，６１０ ２７，６５３

Ⅲ利益剰余金減少高  

配当金 １００，４７８ ６８，５０２ △３１，９７６

Ⅳ利益剰余金期末残高 ２，３９８，０３３ ２，４８８，１４１ ９０，１０８
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（４）連結キャッシュ・フロ－計算書 

     

 （単位：千円 千円未満切捨） 

期  別 

 

科  目 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 
対前年増減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ２７９，７７６ ３１６，７０７ ３６，９３１

 減 価 償 却 費 ５２，４８０ ４８，５７２ △３，９０７

 貸 倒 引 当 金 増 加 額 － ４３，０５４ ４３，０５４

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 加 額 ３，０９７ ２，１８２ △９１４

 退職給付引当金の減少（△）額 △８，２０４ △７，０６８ １，１３５

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △８，２９１ △９，８４９ △１，５５７

 支 払 利 息 １８１ ７６ △１０５

 売 上 債 権 の 増 加 ( △ ) 額 △３３，７８２ △２０４，７５７ △１７０，９７４

 たな卸資産の増加(△)額又は減少額 △４５，２５８ ４８，１９２ ９３，４５１

 仕 入 債 務 の 増 加 額 ２７０，９３１ ３４３，３７１ ７２，４３９

 そ の 他 ６０，８１３ △７３，３８４ △１３４，１９８

小    計 ５７１，７４４ ５０７，０９８ △６４，６４５

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ８，２９１ ９，８４９ １，５５７

 利 息 の 支 払 額 △１８１ △７６ １０５

 法 人 税 等 の 支 払 額 △２０６，１３６ △１１７，５９９ ８８，５３６

営業活動によるキャッシュ・フロー ３７３，７１７ ３９９，２７１ ２５，５５３

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △３０，５４７ △１４，３５７ １６，１８９

 投資有価証券の取得による支出 △１２，９５６ △１３４，１２７ △１２１，１７１

 投資有価証券の売却による収入 － １８，９３３ １８，９３３

 貸 付 金 に よ る 支 出 △１，２００ △１，０００ ２００

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １，５７０ １，５８３ １３

 そ の 他 △１６，８７６ △４，４３６ １２，４４０

投資活動によるキャッシュ・フロー △６０，０１０ △１３３，４０４ △７３，３９４

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短 期 借 入 金 に よ る 収 入 ３７０，０００ － △３７０，０００

 短期借入金の返済による支出 △３７０，０００ － ３７０，０００

 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 － １３３，４００ １３３，４００

 自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △１９６ △５２０ △３２４

 配 当 金 の 支 払 額 △１００，４７８ △６８，５０２ ３１，９７６

財務活動によるキャッシュ・フロー △１００，６７４ ６４，３７８ １６５，０５２

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ２１３，０３３ ３３０，２４５ １１７，２１１

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３１５，３３４ ５２８，３６７ ２１３，０３３

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ５２８，３６７ ８５８，６１２ ３３０，２４５

 
 
継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
  
  該当事項はありません 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる事項 
１．連結の範囲に関する事項  
  当社の子会社２社は、連結の範囲に含めております。 

    あすなろ理研㈱ 

    東北システム㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．連結子会社の連結会計年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     総平均法による原価法 

    ②有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

      時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法 

    ②無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）は、社内における見込利用可能期間（5年以内）による定額法 

    ③長期前払費用 

均等償却 

 （３）重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    ③退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

     また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

    ④役員退職慰労引当金 

     役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。    

 （４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいております。  
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７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払い預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

 

 

表示方法の変更 

 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

 

（連結キャシュ･フロー計算書） 

貸倒引当金の増加減少に係る表示方法の変更 

 従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「貸倒引当金の増加、減少額」は、

当連結会計年度において金額に重要性が認められたため、

区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ･フロ

ーの「その他」に含めた貸倒引当金の増加額は、8,158 千円

であります。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

（平成 1６年９月３０日現在） 

当連結会計年度 

（平成 1７年９月３０日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

９１３，２５９千円 

 

※１

 

有形固定資産の減価償却累計額 

９４６，８５７千円

※２ 連結財務諸表提出会社の所有する自己株式の数  

３，２００株

※２ 連結財務諸表提出会社の所有する自己株式の数   

４，０００株

 

※３ 担保に供している資産 

預    金         ５，０００千円

投資有価証券         ５，６２０千円

土    地        ５３，５３４千円

     計           ６４，１５４千円

上記担保資産対応債務 

支 払 手 形        ３，１２５千円

買  掛  金      ３１１，６４６千円

     計         ３１４，７７１千円

※３ 担保に供している資産 

預    金         ５，１００千円

投資有価証券         ８，０２５千円

土    地        ５３，５３４千円

     計          ６６，６５９千円

上記担保資産対応債務 

支 払 手 形        ３，２３９千円

買  掛  金      ４４７，２００千円

     計         ４５０，４３９千円

                       

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定        ５３３，３６７千円 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金△  ５，０００  

現金及び現金同等物        ５２８，３６７ 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定        ８６３，７１２千円 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金△  ５，１００  

現金及び現金同等物        ８５８，６１２ 
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（リース取引関係） 
前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

器具備品 

千円 

193,851 

千円 

86,907 

千円

106,943

合計 193,851 86,907 106,943
 

 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

器具備品

千円 

312,679 

千円 

127,815 

千円

184,864

合計 312,679 127,815 184,864
 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          37,197 千円 

１  年  超          69,746 千円 

  計             106,943 千円 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内           52,555 千円 

１  年  超          132,309 千円 

  計             184,864 千円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 

33,284 千円 

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 

                   44,080 千円 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(５)オペレーティング・リース取引 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内            9,594 千円 

１  年  超            14,135 千円 

      計                23,729 千円 

(５)オペレーティング・リース取引 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内           8,607 千円 

１  年  超          18,283 千円 

      計               26,891 千円 

２．貸主側 ２．貸主側 

   未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          22,014 千円 

１  年  超          83,906 千円 

      計              105,921 千円 

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手側の未経過リース

料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一の条件で第三者に

リースしておりますので、ほぼ同額の残高が上記１の借手

側の注記(２)未経過リース料期末残高相当額に含まれてお

ります。 

また、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高及び見積残存価額の残高の合計額が営業債権の期末

残高に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定

しております。 
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（有価証券） 

前連結会計年度（平成１６年９月３０日現在） 

有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 
連結決算日における連

結貸借対照表計上額 
差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

①株式 ２１７，７９３ ３４５，８０５ １２８，０１１

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 ２１７，７９３ ３４５，８０５ １２８，０１１

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの  

①株式 ５８，０８６ ５２，２８７ △  ５，７９８

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 ５８，０８６ ５２，２８７ △  ５，７９８

合計 ２７５，８８０ ３９８，０９３ １２２，２１２

 

２．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券 

（単位：千円 千円未満切捨） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１４，３４０ １０，８８５ － 

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 連結貸借対照表計上額

①非上場株式（店頭売買株式を除く） １２，１７６

合計 １２，１７６
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当連結会計年度（平成１７年９月３０日現在） 

 

有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 
連結決算日における連

結貸借対照表計上額 
差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

①株式 ３９４，６２２ ６０３，３５８ ２０８，７３５

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 ３９４，６２２ ６０３，３５８ ２０８，７３５

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの  

①株式 ４，００５ ３，５０４ △５０１

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 ４，００５ ３，５０４ △５０１

合計 ３９８，６２７ ６０６，８６２ ２０８，２３４

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 連結貸借対照表計上額

①非上場株式（店頭売買株式を除く） １８，５５５

合計 １８，５５５

 

 

（デリバティブ取引） 

前連結会計年度（自 平成１５年１０月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当連結会計年度（自 平成１６年

１０月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 

該当事項はありません。 
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（退職給付関係） 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

１．採用している退職給付制度の概要 

  退職金制度は、適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

１．採用している退職給付制度の概要 

  退職金制度は、適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

２．退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務              504,134 千円 

 ②年金資産              △421,694 千円 

 ③未積立退職給付債務(①+②)      82,440 千円 

 ④未認識数理計算上の差異        △ 39,820 千円 

 ⑤連結貸借対照表計上額純額      42,619 千円 

  （③＋④）                   

 ⑥退職給付引当金           42,619 千円 

２．退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務              530,413 千円 

 ②年金資産              △469,430 千円 

 ③未積立退職給付債務(①+②)      60,983 千円 

 ④未認識数理計算上の差異        △ 25,432 千円 

 ⑤連結貸借対照表計上額純額      35,550 千円 

  （③＋④）                   

 ⑥退職給付引当金           35,550 千円 

３．退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用                         30,865 千円 

 ②利息費用                         10,312 千円 

 ③期待運用収益                  △6,144 千円 

 ④数理計算上の差異の費用処理額    14,588 千円 

 ⑤退職給付費用               49,621 千円 

３．退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用                         30,688 千円 

 ②利息費用                         10,082 千円 

 ③期待運用収益                  △6,325 千円 

 ④数理計算上の差異の費用処理額    14,436 千円 

 ⑤退職給付費用              48,882 千円 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

 ②割引率                  ２．０％ 

 ③期待運用収益率              １．５％ 

④過去勤務費用の額の処理年数 

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 

の年数による按分額を費用処理する方法 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

 ②割引率                  ２．０％ 

 ③期待運用収益率              １．５％ 

④過去勤務費用の額の処理年数 

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 

の年数による按分額を費用処理する方法 
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(税効果会計関係) 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認           4,388 千円 

   賞与引当金            12,944 千円 

   その他               7,834 千円 

繰延税金資産小計          25,167 千円 

 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金          17,218 千円 

   役員退職慰労引当金        52,456 千円 

   その他               8,018 千円 

  繰延税金資産小計                   77,692 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金     49,374 千円 

  繰延税金資産純額          28,318 千円 

  繰延税金資産合計          53,486 千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認             8,143 千円 

   貸倒引当金            5,906 千円 

   賞与引当金               12,540 千円 

   その他                  1,614 千円 

繰延税金資産小計             28,205 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

  貸倒引当金            19,180 千円 

退職給付引当金             14,362 千円 

   役員退職慰労引当金           53,337 千円 

   その他                  1,755 千円 

  繰延税金資産小計                   88,637 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金        84,126 千円 

  繰延税金資産純額             4,510 千円 

  繰延税金資産合計             32,716 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

  法定実効税率                     41.7％ 

（調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目    7.4％ 

  住民税均等割                             3.9％ 

  その他                                  0.2％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率      53.2％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

  法定実効税率                     40.4％ 

（調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目    5.5％ 

  住民税均等割                             3.5％ 

  その他                                  0.5％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率      49.9％ 
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（セグメント情報） 

（１） 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１５年１０月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当連結会計年度（自 平成

１６年１０月１日 至 平成１７年９月３０日） 

当社及び連結子会社の事業は、化学工業薬品及び臨床検査試薬並びにこれらに付随する関連機器の販売等の

単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので記載は省略しております。 

 

（２） 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１５年１０月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当連結会計年度（自 平成

１６年１０月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 

本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在地別セグメント情報の記載は省略

しております。 

 

（３） 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１５年１０月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当連結会計年度（自 平成

１６年１０月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 

海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため記載は省略しております。 

 

（関連当事者との取引）      

該当事項はありません。 

 

(１株当たり情報) 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

１株当たり純資産額         ８８４円１０銭 

 

１株当たり当期純利益         ２８円６８銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額         ８９８円２６銭 

 

１株当たり当期純利益         ３３円５２銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

損益計算書上の当期純利益(千円) １３０，９５６ １５８，６１０

普通株主に帰属しない金額(千円) － ３，７００

(うち利益処分による役員賞与金) － （３，７００）

普通株式に係る当期純利益(千円) １３０，９５６ １５４，９１０

普通株式の期中平均株式数(株) ４，５６６，８０２ ４，６２１，３６５
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５．生産、受注及び販売の状況 

（１） 販売実績                           

 （千円未満切捨） 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

       期  別 

 

 

区   分 金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％

化 学 工 業 薬 品 ９，７８４，４７７ ５６．８ １０，４８０，５５８ ５８．４

臨 床 検 査 試 薬 ５，４７２，１０１ ３１．８ ５，４９５，６２２ ３０．６

そ の 他 １，９６４，８４６ １１．４ １，９８０，１７８ １１．０

合     計 １７，２２１，４２５ １００．０ １７，９５６，３５９ １００．０

 

 （２）仕入実績 

                                  （千円未満切捨） 

前連結会計年度 

自 平成１５年１０月１日 

至 平成１６年９月３０日 

当連結会計年度 

自 平成１６年１０月１日 

至 平成１７年９月３０日 

期  別 

 

 

区   分 
金    額 構成比 金    額 構成比 

  
 ％

化 学 工 業 薬 品 ８，７４４，２０５ ５７．２ ９，３５４，７６４ ５９．１

臨 床 検 査 試 薬 ４，７９２，１６０ ３１．３ ４，７３７，３７８ ３０．０

そ の 他 １，７５２，３７７ １１．５ １，７２６，２３９ １０．９

合     計 １５，２８８，７４３ １００．０ １５，８１８，３８２ １００．０

 

 


